
令和４年８月２日（火） １４：００～



目次

1.都市計画マスタープランとは
1）都市計画について
2）山鹿市の都市計画
3）山鹿市都市計画マスタープラン

P.1
p.1

p.5

p.6

2.都市計画を取り巻く環境
1）社会情勢
2）山鹿市の概況

P.9
p.9

p.15

3.計画策定の流れ
1）策定体制
2）策定スケジュール

P.17
p.17

p.18

4.住民アンケート
1）実施概要
2）調査票

P.19
p.19

p.20

5.庁内連携
1）現行計画の検証等
2）都市計画に関連する施策等のヒアリング

P.25
p.25

p.26

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・



１.都市計画マスタープランとは 1

1）都市計画について

※国土交通省資料から

都市計画区域 農業振興地域

土地利用基本計画（国土利用計画法第９条）
各都道府県の区域を対象に、県域を５つの地域に区分し、土地利用の基本的な方向を示す計画

都市地域 農業地域 森林地域 自然公園地域 自然保全地域

国立公園・国定公園

都道府県立自然公園

農業振興地域の整備に関する法
律 自然公園法

国有林
地域森林計画対象民有林

原生自然環境保全地域
自然環境保全地域

都道府県自然環境保全地域

自然環境保全法都市計画法 森林法

国
土
計
画
体
系
の
中
で
の

都
市
計
画
の
位
置
づ
け

都
市
計
画
法
関
連
法
令

・建築基準法
・景観法（景観地区）
・都市緑地法（緑地保全地域等）
・港湾法（臨港地区）
・被災市街地復興法
（被災市街地復興推進地域）

・密集法
（防災街区整備地区計画等）
・都市再生特別措置法
（都市再生特別地区）

等

都市施設関係
・道路法（道路）
・都市公園法（都市公園）
・下水道法（下水道）
・河川法（河川）
・流通業務市街地整備法（流通業務団地）
・津波防災地域づくり法
（津波防災拠点市街地形成施設）

等

市街地開発事業関係
・土地区画整理法（土地区画整理事業）
・都市再開発法（市街地再開発事業）
・新住宅市街地開発法
（新住宅市街地開発事業）
・首都圏近郊地帯整備法
（工業団地造成事業）

等

都
市
計
画
別
分
類

土地利用関係（地域地区・地区計画 等）

都市計画制度の位置づけ



１.都市計画マスタープランとは 2

1）都市計画について

地区計画

土地利用規制
（地域地区）

-用途地域
-特別緑地保全地域
-歴史的風土保全地区
- ･････

都市施設

-道路
-都市公園
-下水道
- ･････

市街地開発事業

-土地区画整理事業
-市街地再開発事業
- ･････

都市再開発の方針 等

市町村マスタープラン（市町村の都市計画に関する基本的な方針）

区域区分

都市計画区域

区域マスタープラン（県）（整備、開発及び保全の方針）

都市計画制度の構造

※国土交通省資料から



１.都市計画マスタープランとは 3

1）都市計画について

用途地域による規制
-建築物の用途
-容積率
-建蔽率
-高さ (斜線制限)

地域地区
○概要
・用途の適正な配分、都市の再生の拠点整備、良好な景観の形成等の目的に応じた土地利用を実現するために設定する地域又は地区
・地域地区には、代表例である用途地域をはじめ、特別用途地区、高度地区、景観地区、臨港地区等、多数の種類がある

○代表例：用途地域
・住居、商業、工業等の用途を適正に配分して都市機能を維持増進し、住居の環境を保護し、商業、工業等の利便を増進することが目的
・建築物の用途や建築物の形態制限（容積率、建蔽率、高さ等）について、地方公共団体が都市計画の内容として決定
（容積率、建蔽率、高さ等の具体的数値については、用途地域の種類毎に建築基準法で定められているメニューの中から都市計画で選択）

準住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

低層住居
専用地域

第一種

第二種

中高層住居
専用地域

第一種

第二種

住居地域
第一種

第二種

田園住居地域

都市計画の種類と内容 （地域地区）

※国土交通省資料から



１.都市計画マスタープランとは 4

1）都市計画について

(H20)

【例：都市施設の決定主体】 都市施設に係わる都市計画決定権者一覧（都道府県と市町村がそれぞれの役割に従って決定）

○都道府県と市町村の二層構造

・都道府県：線引き等、市町村の区域を超える影響を持つ広域的・根幹的な都市計画の決定主体
・市町村：「まちづくりの現場」に最も近い市町村が都市計画決定の中心的な主体（市町村の定める都市計画は都道府県

が定めた都市計画に適合したものでなければならない）

→広域的・根幹的な観点から定められる都道府県決定の都市計画とまちづくりの現場に近い観点から定められる市町村
決定の都市計画が調和をもって決定されることで、一体的なまちづくりが可能に

都市計画の種類 都道府県決定 市町村決定 都市計画の種類 都道府県決定 市町村決定

都
市
施
設

道路

一般国道 ○

都
市
施
設

産業廃棄物処理場 ○

都道府県道 ○ ごみ焼却場・その他処理施設 ○

市町村道 ○
河川

一級・二級 ○

自動車専用道路 ○ 準用 ○

その他 ○
学校

大学・高専 ○

都市高速鉄道 ○ その他 ○

駐車場 ○ 病院、保育所その他医療施設又は社会福祉施設 ○

自動車ターミナル ○ 市場、と畜場、火葬場 ○

公園・緑地・広場・墓園
国又は都道府県が設置
した面積10ha以上 ○ 一団地の住宅施設 ○

その他 ○ 一団地の官公庁施設 ○

その他公共空地 ○ 流通業務団地 ○

下水道

流域下水道 ○

公共下水道(２市町村に
またがる) ○

公共下水道(その他) ○

その他 ○

都市計画の策定主体

※国土交通省資料から



１.都市計画マスタープランとは 5

2）山鹿市の都市計画

２９，９６９



１.都市計画マスタープランとは 6

3）山鹿市都市計画マスタープラン

都市計画マスタープランとは、都市計画法第18条の2に規定された「市町村の都市計画に関する基本的な方針（以下「山鹿市都市計
画マスタープラン」という。）」のことであり、山鹿市の最上位計画である「第2次山鹿市総合計画」や熊本県が定める「都市計画区
域の整備、開発及び保全の方針（以下「山鹿都市計画区域マスタープラン」という。）」に即しつつ、地域に密着した見地から都市づ
くりの将来像を定め、その実現に向けた土地利用や都市施設などの方針を定める計画です。
策定に際しては、公共交通や商業・観光など、各種分野計画との連携・整合を図ることが必要です。

①計画の位置づけ

第２次山鹿市総合計画山鹿都市計画区域
マスタープラン
（熊本県）

まち・ひと・しごと創生総合戦略

即す

各種分野計画

即す

山鹿市都市計画
マスタープラン

【商業・観光】【公共交通】

【公共施設等】 【住宅】即す

連携
整合

具体的な都市計画
地域地区（用途地域等）、都市施設
（道路・公園等）、市街地開発事業

（区画整理等）、地区計画、
協働によるまちづくりのルール

【子育て】【医療・保健】

【環境】【防災】



１.都市計画マスタープランとは 7

3）山鹿市都市計画マスタープラン

◆将来像（ビジョン）の共有
行政や事業者、市民など多様な主体が、都市づくりの目標を共有できるように、都市全体・地域別の将来像を明確にします。

◆都市計画決定及び変更の指針
土地利用の規制、道路や公園、下水道等の都市施設の整備など、都市計画の決定及び変更の指針となります。

◆まちづくりの整合性・一体性の確保
土地利用や都市施設、市街地整備など都市計画分野のほか、自然環境の保全や景観形成、防災、公共交通、商業・観光など、各種ま

ちづくり分野とも相互に調整を図る、市全体として総合的かつ一体的なまちづくりを進めるための指針となります。

②計画の役割

山鹿市では、新市発足後に策定した「山鹿市都市計画マスタープラン（H21）」に基づき、将来都市像の実現に向けて、地域の特
性に応じた個性豊かなまちづくりを進めてきたところです。
現在、山鹿市では人口減少・少子高齢化、価値観の多様化、社会経済の変化、自然災害の頻発化・激甚化、地球環境問題、技術革新

などを背景として、都市機能やコミュニティの衰退、空き家の増加、公共施設等の維持管理など、様々な都市の課題を抱えており、こ
れらに対応した持続可能なまちづくりを進めることが大変重要となっています。
こうした中で、法整備や制度改正が進められ、山鹿市では第2次山鹿市総合計画を筆頭に様々な計画を策定し、熊本県では「山鹿都

市計画区域マスタープラン」の策定作業が進められています。
こうしたことから、将来都市構造を再構築し、その実現に向けた都市計画の方針を定める「山鹿市都市計画マスタープラン（第2

期）」を策定します。

③計画策定（第2期）の目的



１.都市計画マスタープランとは 8

3）山鹿市都市計画マスタープラン

計画は、「現況と課題」の分析を踏まえ、市全体の将
来像や土地利用及び都市施設等のあり方を示す「全体構
想」と、地域ごとのテーマや都市づくりの方針等を示す
「地域別構想」の2段階で構成します。

④計画の構成

◆計画対象区域
市全体として総合的かつ一体的なまちづくりを進める

ための指針とするため、計画対象区域を【山鹿市全域】
とします。

◆計画対象期間
都市計画マスタープランが長期的な展望に立った将来

像を定め、その実現に向けた土地利用や都市施設などの
基本的な方針を定める計画であることを踏まえ、計画期
間を概ね20年間とし、基準年次を令和5年（2023年）、
目標年次を【令和25年（２０43年）】と設定します。
ただし、社会経済情勢の変化や土地利用の状況などを

踏まえ、必要に応じて計画の見直しを図ります。

⑤計画の対象

都市計画

マスタープラン

構成案

部門別方針
１．土地利用の方針
２．交通体系の方針（道路・交通）
３．山鹿らしさの展開方針
（公園・緑地、自然環境、景観、
地域固有資源 ほか）

４．生活環境施設の方針
（上下水道、河川 ほか）

５．都市防災の方針
６．その他の方針

等

地域別構想
１．地域区分の考え方
２．地域別構想
（山鹿・鹿北・菊鹿・鹿本・鹿央地域）
①現況と課題
②将来像、テーマ等
③土地利用方針
④その他整備方針

等

現況と課題
１．現況と特性
２．社会情勢から見た課題
３．まちづくりに関する市民の意向
４．まちづくりの主要課題

将来像
１．まちづくりの基本理念
２．将来都市像
３．まちづくりの基本目標
４．将来の目標人口
５．将来都市構造

計画の実現に向けて
１．都市マネジメント（協働・役割分担など）
２．実現に向けた取組



2.都市計画を取り巻く環境

１）社会情勢

9

都市計画を取り巻く環境は、人口減少・少子高齢化、価値観の多様化、社会経済の変化、自然災害の頻発化・激
甚化、地球環境問題、技術革新などを背景として、コンパクト＋ネットワーク、魅力の向上、インフラ整備・管理、
安全・安心、循環型社会、情報化・ＤＸなどによる「個性を生かした持続可能な都市経営」の実現が求められてい
ます。

個性を生かした持続可能な都市経営

人口減少・少子高齢化

価値観多様化 社会経済変化 自然災害 地球環境問題 技術革新

コクパクト+ネットワーク

情報化・ＤＸ

魅力向上 インフラ整備・管理 安全・安心 循環型社会



2.都市計画を取り巻く環境 10

0 10 20 30 40 50

1970

2010

0 10 20 30 40

1970

2010

2040

県庁所在地の人口の推移
（三大都市圏及び政令指定都市を除く）

（人口 単位：万人）

（年）

県庁所在地のDID面積の推移
（三大都市圏及び政令指定都市を除く）

（年）

（面積 単位：km2）

1970年→2010年

DID面積は倍増

〈１都市あたりの平均人口〉

1970年→2010年

人口は約２割増加

2040年には、

1970年と同水準

〈１都市あたりの平均DID面積〉

出典：国勢調査
国立社会保障・人口問題研究所（平成25年３月推計）

○ 多くの地方都市では、

・急速な人口減少と高齢化に直面し、地域の産業の停滞もあり活力が低下

・住宅や店舗等の郊外立地が進み、市街地が拡散し、低密度な市街地を形成

・厳しい財政状況下で、拡散した居住者の生活を支えるサービスの提供が将来困難になりかねない状況にある。

○ こうした状況下で、今後も都市を持続可能なものとしていくためには、

都市の部分的な問題への対症療法では間に合わず、都市全体の観点からの取り組みを強力に推進する必要。

地方都市の現状と課題

１）社会情勢

※国土交通省資料から

（DID：人口集中地区）



2.都市計画を取り巻く環境 11

○医療・福祉・商業等の生活
サービスの維持が困難に

○公共交通ネットワークの縮小・
サービス水準の低下

■ 地域経済の衰退

■ 都市の生活を支える機能の低下

○地域の産業の停滞、企業の撤退

○中心市街地の衰退、
低未利用地や空き店舗の増加

○社会保障費の増加

○インフラの老朽化への対応

■ 厳しい財政状況

都市が抱える課題  生活サービス機能の維持

 生活サービス施設へのアクセス確保など利
用環境の向上

 高齢者の社会参画

 サービス産業の生産性向上、投資誘発

 外出機会・滞在時間の増加による消費拡大

 インフラの維持管理の合理化

 行政サービスの効率化

 地価の維持・固定資産税収の確保

 健康増進による社会保障費の抑制

コンパクトシティ
生活サービス機能と居住を集
約・誘導し、人口を集積

まちづくりと連携した公共交通ネット
ワークの再構築

＋
ネットワーク

 エネルギーの効率的利用
 ＣＯ２排出量の削減

高齢者や子育て世代が安心・快適に生活
できる都市環境

ビジネス環境の維持・向上により
地域の「稼ぐ力」に寄与

財政面でも持続可能な都市経営

低炭素型の都市構造の実現

○ 人口減少・高齢者の増加

○ 拡散した市街地

都市を取り巻く状況

○ 都市のコンパクト化は、居住や都市機能の集積による「密度の経済」の発揮を通
じて、住民の生活利便性の維持・向上、サービス産業の生産性向上による地域
経済の活性化、行政サービスの効率化等による行政コストの削減などの具体的な
行政目的を実現するための有効な政策手段。

生活利便性の維持・向上等

地域経済の活性化

行政コストの削減等

地球環境への負荷の低減

コンパクトシティ化による効果の例

コンパクト・プラス・ネットワークのねらい①
１）社会情勢

中心拠点や生活拠点が
利便性の高い公共交通で結ばれた
多極ネットワーク型コンパクトシティ

※国土交通省資料から



2.都市計画を取り巻く環境 12

一極集中

郊外を切り捨て、市町村内の最も主要な拠点（大き
なターミナル駅周辺等）１カ所に、全てを集約させる

多極型の都市構造

中心的な拠点だけではなく、旧町村の役場周辺などの
生活拠点も含めた、多極ネットワーク型のコンパクト化
を目指す

コンパクトシティをめぐる誤解

全ての人口の集約

全ての居住者（住宅）を一定のエリアに集約させるこ
とを目指す

強制的な集約

居住者や住宅を強制的に短期間で移転させる

全ての人口の集約を図るものではない

例えば農業従事者が農村部に居住することは当然
（集約で一定エリアの人口密度を維持）

誘導による集約

インセンティブを講じながら、時間をかけながら居住の集
約化を推進

地価水準の格差を生む

居住等を集約する区域の内外で地価水準が大きく分
かれ、格差が生じる

急激な地価変動は生じない

・誘導策による中長期的な取組であり、急激な地価変
動は見込まれない
・まちなかの地価の維持・上昇に加え、都市全体の地価
水準の底上げ等の波及効果を期待

コンパクト・プラス・ネットワークのねらい②
１）社会情勢

※国土交通省資料から



2.都市計画を取り巻く環境 13

課題と対処方策

①小さな空き地等が
バラバラ散在し、使
い勝手が悪い

行政が権利調整して空
き地等を集約、福祉施
設の敷地等に活用

③サービス施設が撤
退し、住民生活に不
具合

施設の休廃止を行政が
事前把握し、調整を行
う届出・勧告制の導入

②空き地等を有効活
用したいが、行政だ
けでは限界

地権者による身の回り
空間の整備・管理に税
優遇等で支援

複数の空き地を
まとめて広場に

空き地を駐車場、
集会所等に有効
活用

各
地
区
の
空

き
地
等
の
活

用
指
針

○人口減少社会にあっても利便性が確保された都市生活を持続させるため、人口密度が適度に維持された市街地の形成
を目指す、コンパクトシティ政策を推進。

○しかし、空き地・空き家の発生＝「都市のスポンジ化」がコンパクトシティ政策の重大な支障に。

都市のスポンジ化への対応の必要性

＊都市のスポンジ化：都市の内部において、空き地、空き家等の低未利用の空間が、小さな敷地単位で、
時間的・空間的にランダム性をもって、相当程度の分量で発生する現象

＊都市の低密度化：人口減少に伴い都市全体の人口密度や土地利用密度が低下する現象

都市の「スポンジ化」の課題
１）社会情勢

※都市機能のマネジメント

※身の回りの公共空間の創出

※コーディネート・土地の集約

※国土交通省資料から



2.都市計画を取り巻く環境 14

〇 頻発・激甚化する自然災害に対応するため、災害ハザードエリアにおける開発抑制、移転の促進、立地適正化計画の強化など、
安全なまちづくりのための総合的な対策を講じる。

頻発・激甚化する自然災害に対応した「安全なまちづくり」
１）社会情勢

※国土交通省資料から

都市再生特別措置法等の一部を
改正する法律（令和２年６月公布）



2.都市計画を取り巻く環境

２）山鹿市の概況
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25,752人

33,609人

49,025人
52,264人

57,726人

82,178人

（
ピ
ー
ク
）

（
合
併
）

推計人口（社人研：2015
年基準が最新）をみると、山
鹿市の総人口は減少が続き、
2060年には25,752人と、
2015年の約49.3％となるこ
とが予測されています。

年齢3区分をみると、年少
人口、生産年齢人口は1950
年頃をピークに減少傾向が続
き、老年人口も今後は減少に
転じることが見込まれます。
そうした中で、2045年頃に
は生産年齢人口1人で老年人
口1人を支える社会構造とな
ることが伺えます。

こうした状況では、都市機
能等（商業、医療・福祉、公
共サービスなど）を現在と同
水準で維持していくことが困
難となり、高齢者など特に交
通弱者の生活利便性の低下が
懸念されます。

①山鹿市の現状及び見通し



2.都市計画を取り巻く環境 16

山鹿市の都市計画について、現在、現況等の整理、課題抽出を行っているところですが、現時点で把握する課題【概況】は以下の通
りです。

②山鹿市の都市計画における課題 【概況】

①人口減少、少子高齢化社会を見据えた都市構造への転換

・今後も進む人口減少、少子高齢化
・地域活力の低下
・行政サービスや都市機能の維持困難

・子育て世代や高齢者等への配慮
・都市機能の更なる充実と快適な居住空間の維持向上
・利用しやすい交通体系の再構築

②土地利用の適正なコントロール

・市街地（用途地域）の低密度化
・新築や農地転用による市街地の分散、拡大
・自然生態系への影響

・低未利用地、既存ストックの有効活用
・優良農地保全のための規制、誘導
・環境負荷低減と行政経営を考慮した土地利用の推進

③都市施設の長寿命化と機能強化

・都市施設の維持、保全に要する財源確保に苦慮
・都市施設の移動等円滑化への対応が急務

・都市施設の適正な維持水準の設定に基づく予防保全や更新
・公園等の都市施設については住民参加型の維持管理手法を
導入

・都市施設の更新に併せたユニバーサルデザインの導入

④地域資源の活用と景観に配慮したまちづくり

・自然観光名所、温泉地、歴史的建造物群などの
景観・歴史資源が点在

・観光入込客数及び観光消費額は近年微増傾向

・自然や歴史文化などの地域固有資源の更なる有効活用
・都市間での広域連携、交流を強化
・景観計画に基づいた規制、誘導

⑤防災・減災への取組の強化

・大規模地震の発生や激甚化する自然災害による
甚大な被害が懸念

・安全・安心に対する関心の高まり

・巨大災害や気候変動に対応した被害想定の見直しと共有
・ハード・ソフト両面からの地域防災力の強化

都市構造

土地利用

山鹿らしさ

都市防災

交通体系
生活環境施設

計画の構成（案）

２）山鹿市の概況



3．計画策定の流れ

1）策定体制

17

計画策定においては、「策定協議会」「策定推進委員会」「策定作業部会」の3つの組織を設置し、それぞれの役割分担のもと、検
討を行います。また、市議会や市都市計画審議会への報告、市民意向の把握などを併せて行います。

○策定協議会

【構成】学識経験者、関係機関職員、市民・各種団体代表など
【役割】地域住民の意見を踏まえ、計画案を多方面から検討・

協議する。

○策定推進委員会
【構成】副市長、教育長、関係部課長
【役割】素案の総合調整を行う。

○策定作業部会
【構成】庁内の実務担当者
【役割】庁内各課の施策や市民からの意見を集約して素案を作

成する。

○都市計画審議会
【役割】法定の常設機関。必要に応じて報告等（進捗状況の説

明及び意見聴取）を行い、計画案について承認を得る。

○市民
・市民アンケート
・インターネットによる情報提供
・地域別座談会
・パブリックコメント



3．計画策定の流れ

2）策定スケジュール
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山鹿市都市計画マスタープラン（第2期）策定業務

月　日

種　別

1 2 3 4 5 6

1 2 3 4 5 6

都市ﾏｽとは 現況・課題 全体構想 全体・地域別 素案 座談会反映 原案
1 2 3 4 5 6 7

報告 報告 報告 報告
1 2 3 4

〇 〇 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

アンケ ○ 全体構想 ○ 地域別構想 ○ 最終 ○

打合せ協議

情報発信

　③策定協議会

　④都市計画審議会

13 報告書の作成

パブコメ
意見

12 策定推進委員会等の開催支援

　①策定推進委員会

　②策定作業部会

11 パブリックコメントの実施支援

とりまとめ 素案
座談会
意見

8 地域別構想の検討

9 計画実現化方策の検討

10 地域別座談会の運営支援

5 住民意向の把握

6 まちづくりの基本方針の検討

7 分野別方針の検討

2
上位計画等の整理並びに現況把握及び課題
整理

3 現行計画の検証及び評価

4 都市構造の分析

 10 20  10 20  10 20  10 20

1 計画準備・資料収集整理

 10 20  10 20  10 20  10 20  10 20  10 20 10 20  10 20  10 20  10 20  10 20  10 20

12月 1月 2月 3月

10 20  10 20  10 20  10 20  10 20  10 20

6月 7月 8月 9月 10月 11月12月 1月 2月 3月 4月 5月

令和4年度 令和5年度
備考6月 7月 8月 9月 10月 11月



4．住民アンケート

1）実施概要

19

市民のまちづくりに対する意見や要望を把握するため、１５歳以上の無作為抽出した３，０００人を対象に、郵送による無記名方式
のアンケート調査を実施します。
回収したアンケート調査票（見込み回収率約４０％）及び発注者が実施するウェブアンケートにより得られた回答を集計し、その結

果をクロス分析やポートフォリオ分析により、地域別の優先事項など市民意向を多角的に捉え、的確に計画へ反映します。

行政サービスの
満足度が低く、
施策の優先度が
高い

（縦
軸
）施
策
の
重
要
度

行政サービスの
満足度が高く、
施策の優先度も
高い

行政サービスの
満足度は高いが、
施策の優先度が
低い

行政サービスの
満足度が低く、
施策の優先度も
低い

（横軸）満足度

性
別

年
齢
別

地
域
別

〔クロス分析のイメージ〕

○調査対象
→15歳以上（令和4年7月1日現在）の市内居住者
の中から無作為抽出した3,000人を対象

○調査方法
→郵送による配布・回収
（ＱＲコードによるネット回答も可能）

○調査期間
発送：令和4年7月29日（金）
〆切：令和4年8月21日（日）

→回答期間 概ね3週間

※ウェブアンケートは、調査票が届かなかった市民
を対象として、同じ内容で市ホームページ上で実施。

〔ポートフォリオ分析のイメージ〕



4．住民アンケート

2）調査票
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4．住民アンケート

2）調査票
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4．住民アンケート

2）調査票
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4．住民アンケート

2）調査票

23



4．住民アンケート

2）調査票
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5．庁内連携

1）現行計画の検証等

25

現行計画（第３部全体構想－第４章都市整備の方針、第４部地域別構想－第２章地域別まちづくりの方針）の進捗状況について、庁
内関係課への照会又はヒアリングを実施するとともに、その結果並びに検証及び評価に関する資料の整理を行います。



5．庁内連携

2）都市計画に関連する施策等のヒアリング

26

都市計画マスタープランは、約20年後の姿を見据えた計画であり、今
後、山鹿市が都市づくり・まちづくりを進めていく際の指針となるもの
です。
これから、人口減少・少子高齢化が進み、ニーズが多様化している時

代においては、各種分野の横断的な連携により、取組効果の最適化・最
大化を図っていくことが求められています。
こうしたことから、概ね20年後を目標として各課が進める施策につい

て、本計画に特記すべき事項（重点課題、施策の方向性等）及び現在検
討中の新たな課題・施策などについて、ヒアリングシートで聞き取りを
行い、計画に反映します。


